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貸借対照表

財務諸表
S e n d a i  B a n k

貸借対照表 (単位：百万円)

2023年３月期
(2023年３月31日)

2024年３月期
(2024年３月31日)

資産の部

現金預け金 96,452 126,032

現金 14,522 12,633

預け金 81,929 113,399

買入金銭債権 765 756

金銭の信託 2,920 201

有価証券 277,401 257,225

国債 3,235 5,184

地方債 35,759 36,287

社債 33,798 35,366

株式 2,155 2,672

その他の証券 202,452 177,714

貸出金 903,348 935,859

割引手形 1,315 1,553

手形貸付 21,139 23,993

証書貸付 822,113 846,603

当座貸越 58,779 63,708

外国為替 10 12

外国他店預け 10 12

その他資産 11,169 11,547

未決済為替貸 82 245

前払費用 60 65

未収収益 554 630

金融派生商品 46 95

その他の資産 10,425 10,509

有形固定資産 11,515 12,040

建物 3,692 3,754

土地 7,209 7,210

建設仮勘定 39 1

その他の有形固定資産 573 1,074

無形固定資産 547 500

ソフトウエア 484 440

その他の無形固定資産 63 59

前払年金費用 560 603

繰延税金資産 384 386

支払承諾見返 641 373

貸倒引当金 △ 6,667 △ 6,574

資産の部合計 1,299,051 1,338,964
　

(単位：百万円)

2023年３月期
(2023年３月31日)

2024年３月期
(2024年３月31日)

負債の部

預金 1,035,715 1,047,707

当座預金 17,242 19,976

普通預金 727,813 739,575

貯蓄預金 6,604 6,430

通知預金 873 878

定期預金 275,385 272,772

定期積金 4,987 5,068

その他の預金 2,809 3,007

譲渡性預金 175,200 175,200

借用金 40,113 70,103

借入金 40,113 70,103

その他負債 6,113 2,555

未決済為替借 62 197

未払法人税等 379 437

未払費用 391 400

前受収益 348 294

従業員預り金 126 123

給付補填備金 0 0

資産除去債務 3 2

その他の負債 4,802 1,099

賞与引当金 371 365

睡眠預金払戻損失引当金 89 77

偶発損失引当金 219 267

再評価に係る繰延税金負債 915 915

支払承諾 641 373

負債の部合計 1,259,379 1,297,566

純資産の部

資本金 22,735 22,735

資本剰余金 11,039 11,039

資本準備金 11,039 11,039

利益剰余金 17,637 18,533

利益準備金 519 573

その他利益剰余金 17,118 17,960

繰越利益剰余金 17,118 17,960

株主資本合計 51,411 52,308

その他有価証券評価差額金 △ 13,486 △ 12,656

土地再評価差額金 1,746 1,746

評価・換算差額等合計 △ 11,739 △ 10,910

純資産の部合計 39,671 41,397

負債及び純資産の部合計 1,299,051 1,338,964
　

　当行の銀行法第20条第１項の規定により作成した書面については、会社法第396条第１項による、EY新日本有限責任監査法人の監査を受けています。
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損益計算書

損益計算書 (単位：百万円)

( 2022年4月  1日から
2023年3月31日まで )

2023年３月期

　 ( 2023年4月  1日から
2024年3月31日まで )

2024年３月期

　
経常収益 14,700 15,118

資金運用収益 11,370 11,422
貸出金利息 10,578 10,974
有価証券利息配当金 604 278
コールローン利息 2 0
預け金利息 160 145
その他の受入利息 24 23

役務取引等収益 2,908 3,072
受入為替手数料 647 630
その他の役務収益 2,261 2,442

その他業務収益 102 38
外国為替売買益 ━ 0
商品有価証券売買益 0 ━
国債等債券売却益 6 ━
国債等債券償還益 3 ━
金融派生商品収益 92 38

その他経常収益 318 584
貸倒引当金戻入益 ━ 21
償却債権取立益 3 1
株式等売却益 222 473
その他の経常収益 92 87

経常費用 13,209 13,425
資金調達費用 79 60

預金利息 50 52
譲渡性預金利息 5 5
コールマネー利息 0 △ 0
借用金利息 0 0
金利スワップ支払利息 19 ━
その他の支払利息 3 3

役務取引等費用 2,049 2,306
支払為替手数料 102 101
その他の役務費用 1,946 2,205

その他業務費用 205 420
外国為替売買損 0 ━
国債等債券売却損 0 3
国債等債券償還損 204 416

営業経費 10,035 10,208
その他経常費用 839 429

貸倒引当金繰入額 566 ━
株式等売却損 21 19
株式等償却 ━ 7
金銭の信託運用損 26 19
その他の経常費用 224 383

経常利益 1,491 1,693
特別利益 9 12

固定資産処分益 9 12
特別損失 88 86

固定資産処分損 66 82
減損損失 22 4

税引前当期純利益 1,411 1,619
法人税、住民税及び事業税 372 453
法人税等調整額 △ 118 △ 1
法人税等合計 254 452
当期純利益 1,157 1,167
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株主資本等変動計算書

2023年３月期（自　2022年４月１日　至　2023年３月31日） (単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計資本準備金 その他資本
剰余金

資本剰余金
合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計繰越利益
剰余金

当期首残高 22,735 11,039 ━ 11,039 511 16,003 16,515 50,289
当期変動額
利益準備金の積立 7 △ 7 ━ ━
剰余金の配当 △ 35 △ 35 △ 35
当期純利益 1,157 1,157 1,157
優先株式の取得請求権の
行使に伴う金銭の交付 △ 0 △ 0 △ 0

利益剰余金から
資本剰余金への振替 0 0 △ 0 △ 0 ━

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ━ ━ ━ ━ 7 1,114 1,121 1,121
当期末残高 22,735 11,039 ━ 11,039 519 17,118 17,637 51,411

評価・換算差額等 純資産合計その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 △ 5,429 1,746 △ 3,683 46,606
当期変動額
利益準備金の積立 ━
剰余金の配当 △ 35
当期純利益 1,157
優先株式の取得請求権の
行使に伴う金銭の交付 △ 0

利益剰余金から
資本剰余金への振替 ━

株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) △ 8,056 △ 8,056 △ 8,056

当期変動額合計 △ 8,056 ━ △ 8,056 △ 6,934
当期末残高 △ 13,486 1,746 △ 11,739 39,671

2024年３月期（自　2023年４月１日　至　2024年３月31日） (単位：百万円)
株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計資本準備金 資本剰余金合計 利益準備金

その他利益
剰余金 利益剰余金合計繰越利益
剰余金

当期首残高 22,735 11,039 11,039 519 17,118 17,637 51,411
当期変動額
利益準備金の積立 54 △ 54 ━ ━
剰余金の配当 △ 271 △ 271 △ 271
当期純利益 1,167 1,167 1,167
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額)

当期変動額合計 ━ ━ ━ 54 841 896 896
当期末残高 22,735 11,039 11,039 573 17,960 18,533 52,308

評価・換算差額等 純資産合計その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計
当期首残高 △ 13,486 1,746 △ 11,739 39,671
当期変動額
利益準備金の積立 ━
剰余金の配当 △ 271
当期純利益 1,167
株主資本以外の項目の
当期変動額(純額) 829 829 829

当期変動額合計 829 ━ 829 1,725
当期末残高 △ 12,656 1,746 △ 10,910 41,397

株主資本等変動計算書
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注記事項

財務諸表
S e n d a i  B a n k

注記事項（2024年３月期）
重要な会計方針
１．商品有価証券の評価基準及び評価方法

　商品有価証券の評価は、時価法（売却原価は移動平均法により算定）により行っており
ます。

２．有価証券の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価は、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法（定

額法）、子会社・子法人等株式については移動平均法による原価法、その他有価証券に
ついては時価法（売却原価は移動平均法により算定）、ただし市場価格のない株式等に
ついては移動平均法による原価法により行っております。
　なお、その他有価証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しており
ます。

⑵　有価証券運用を主目的とする単独運用の金銭の信託において信託財産として運用され
ている有価証券の評価は、時価法により行っております。

３．デリバティブ取引の評価基準及び評価方法
　デリバティブ取引の評価は、時価法により行っております。

４．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く）

　有形固定資産は、定額法を採用しております。
　また、主な耐用年数は次のとおりであります。

建　物　２年～50年
その他　２年～20年

⑵　無形固定資産（リース資産を除く）
　無形固定資産は、定額法により償却しております。なお、自社利用のソフトウェアに
ついては、行内における利用可能期間（５年）に基づいて償却しております。

⑶　リース資産
　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係る「有形固定資産」（及び「無形固定資
産」）中のリース資産は、リース期間を耐用年数とした定額法により償却しておりま
す。なお、残存価額については、リース契約上に残価保証の取決めがあるものは当該残
価保証額とし、それ以外のものは零としております。

５．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建資産・負債は、決算日の為替相場による円換算額を付しております。

６．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

　貸倒引当金は、予め定めている償却・引当基準に則り、次のとおり計上しておりま
す。
　破産、特別清算等法的に経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」とい
う。）に係る債権及びそれと同等の状況にある債務者（以下「実質破綻先」という。）
に係る債権については、以下のなお書きに記載されている直接減額後の帳簿価額から、
担保の処分可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残額を計上してお
ります。また、現在は経営破綻の状況にないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと
認められる債務者に係る債権については、債権額から、担保の処分可能見込額及び保証
による回収可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し
必要と認める額を計上しております。
　上記以外の債権については、主として今後１年間の予想損失額又は今後３年間の予想
損失額を見込んで計上しており、予想損失額は、１年間又は３年間の貸倒実績を基礎と
した貸倒実績率の過去の一定期間における平均値に基づき損失率を求め、これに将来見
込み等必要な修正を加えて算定しております。
　すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、営業関連部署が資産査定を実施し、
当該部署から独立した資産監査部署が査定結果を監査しております。
　なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担
保の評価額及び保証による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額
として債権額から直接減額しており、その金額は903百万円であります。

⑵　賞与引当金
　賞与引当金は、従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見
込額のうち、当事業年度に帰属する額を計上しております。

⑶　退職給付引当金
　退職給付引当金は、従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付
債務及び年金資産の見込額に基づき、必要額を計上しております。また、退職給付債務
の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について
は給付算定式基準によっております。なお、過去勤務費用及び数理計算上の差異の費用
処理方法は次のとおりであります。

過去勤務費用：その発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10年）によ
る定額法により費用処理

数理計算上の差異：各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数
（10年）による定額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事
業年度から費用処理

⑷　睡眠預金払戻損失引当金
　睡眠預金払戻損失引当金は、負債計上を中止した預金について、預金者からの払戻請
求に備えるため、将来の払戻請求に応じて発生する損失を見積り必要と認める額を計上
しております。

⑸　偶発損失引当金
　偶発損失引当金は、信用保証協会の責任共有制度に係る信用保証協会への負担金の支
払いに備えるため、将来発生する可能性のある負担金支払見積額を計上しております。

貸倒引当金 6,574百万円

１．関係会社の株式総額 50百万円

破産更生債権及びこれらに準ずる債権額 2,128百万円
危険債権額 26,621百万円
三月以上延滞債権額 ―百万円
貸出条件緩和債権額 3,308百万円
合計額 32,058百万円

７．収益の計上方法
　顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務は、金融サービ
スに係る役務の提供であります。主に約束したサービスの支配が顧客に移転した時点で、
当該サービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。

８．ヘッジ会計の方法
⑴　金利リスク・ヘッジ

　金融資産・負債から生じる金利リスクに対するヘッジ会計の方法は、一部の資産・負
債に金利スワップ取引の特例処理を行っております。

⑵　為替変動リスク・ヘッジ
　外貨建金融資産・負債から生じる為替変動リスクに対するヘッジ会計の方法は、「銀
行業における外貨建取引等の会計処理に関する会計上及び監査上の取扱い」（日本公認
会計士協会業種別委員会実務指針第25号　2020年10月８日）に規定する繰延ヘッジに
よっております。ヘッジ有効性評価の方法については、外貨建金銭債権債務等の為替変
動リスクを減殺する目的で行う為替スワップ取引をヘッジ手段とし、ヘッジ対象である
外貨建金銭債権債務等に見合うヘッジ手段の外貨ポジション相当額が存在することを確
認することによりヘッジの有効性を評価しております。

９．消費税等の会計処理
　有形固定資産に係る控除対象外消費税等は当事業年度の費用に計上しております。

10．関連する会計基準等の定めが明らかでない場合に採用した会計処理の原則及び手続
　投資信託（上場投資信託を除く。）の解約・償還に伴う損益については、個別取引毎
に、解約益及び償還益は「資金運用収益」の「有価証券利息配当金」として、解約損及び
償還損は「その他業務費用」の「国債等債券償還損」として計上しております。

重要な会計上の見積り
　会計上の見積りにより当事業年度に係る財務諸表にその額を計上した項目であって、翌事
業年度に係る財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性があるものは、貸倒引当金であります。
１．当事業年度の財務諸表に計上した金額

２．識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
⑴　算出方法

　貸倒引当金の算出方法は、「重要な会計方針」「６．引当金の計上基準」「⑴　貸倒
引当金」に記載しております。

⑵　主要な仮定
　主要な仮定は、「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」でありま
す。「債務者区分の判定における貸出先の将来の業績見通し」は、各債務者の収益獲得
能力を個別に評価し、設定しております。特に、返済状況、財務内容又は業績が悪化し
ている債務者については「債務者区分の判定における将来の業績見通し」を具体化した
経営改善計画等の合理性及び実現可能性を評価しております。

⑶　翌事業年度に係る財務諸表に及ぼす影響
　個別債務者の業績の変化等により、見積りに用いた仮定が変化した場合は、翌事業年
度に係る財務諸表における貸倒引当金に重要な影響を及ぼす可能性があります。

貸借対照表関係
２．銀行法及び金融機能の再生のための緊急措置に関する法律に基づく債権は次のとおりで

あります。なお、債権は、貸借対照表の「有価証券」中の社債（その元本の償還及び利息
の支払の全部又は一部について保証しているものであって、当該社債の発行が有価証券の
私募（金融商品取引法第２条第３項）によるものに限る。）、貸出金、外国為替、「その
他資産」中の未収利息及び仮払金並びに支払承諾見返の各勘定に計上されるもの並びに注
記されている有価証券の貸付けを行っている場合のその有価証券（使用貸借又は賃貸借契
約によるものに限る。）であります。

　破産更生債権及びこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開
始の申立て等の事由により経営破綻に陥っている債務者に対する債権及びこれらに準ずる
債権であります。
　危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態及び経営成績が
悪化し、契約に従った債権の元本の回収及び利息の受取りができない可能性の高い債権で
破産更生債権及びこれらに準ずる債権に該当しないものであります。
　三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延して
いる貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権並びに危険債権に該当しないものであ
ります。
　貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減
免、利息の支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行
った貸出金で破産更生債権及びこれらに準ずる債権、危険債権並びに三月以上延滞債権に
該当しないものであります。
　なお、上記債権額は、貸倒引当金控除前の金額であります。

３．手形割引は、「銀行業における金融商品会計基準適用に関する会計上及び監査上の取扱
い」（日本公認会計士協会業種別委員会実務指針第24号　2022年３月17日）に基づき金
融取引として処理しております。これにより受け入れた商業手形は、売却又は（再）担保
という方法で自由に処分できる権利を有しておりますが、その額面金額は、1,553百万円
であります。
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注記事項

担保に供している資産
現金預け金 0百万円
有価証券 59,291百万円
貸出金 25,391百万円
その他資産 1百万円

担保資産に対応する債務
預金 961百万円
借用金 70,000百万円

と当該事業用土地の再評価後の帳簿価額の合計額との差額 252百万円
７．有形固定資産の減価償却累計額 5,871百万円
８．有形固定資産の圧縮記帳額 266百万円

10．取締役との間の取引による取締役に対する金銭債権総額 38百万円
11．関係会社に対する金銭債権総額 1,001百万円
12．関係会社に対する金銭債務総額 1,025百万円

資金運用取引に係る収益総額 6百万円
役務取引等に係る収益総額 0百万円
その他経常取引に係る収益総額 3百万円

関係会社との取引による費用
資金調達取引に係る費用総額 0百万円
その他の取引に係る費用総額 119百万円

地域 用途 種類 減損損失額

宮城県仙台市青葉区 遊休 建物 2
その他の有形固定資産 0

宮城県仙台市泉区 店舗外現金自動設備 建物 0
その他の有形固定資産 0

宮城県名取市 店舗外現金自動設備 建物 0
その他の有形固定資産 0

宮城県登米市 店舗外現金自動設備 建物 0
その他の有形固定資産 0

４．担保に供している資産は次のとおりであります。

　上記のほか、金融派生商品取引の担保として、有価証券290百万円を差し入れておりま
す。また、その他の資産には、金融商品等差入担保金10,000百万円、敷金保証金110百万
円が含まれております。

５．当座貸越契約及び貸付金に係るコミットメントライン契約は、顧客からの融資実行の申
し出を受けた場合に、契約上規定された条件について違反がない限り、一定の限度額まで
資金を貸し付けることを約する契約であります。これらの契約に係る融資未実行残高は、
179,830百万円であります。このうち原契約期間が１年以内のもの（又は任意の時期に無
条件で取消可能なもの）が179,314百万円あります。
　なお、これらの契約の多くは、融資実行されずに終了するものであるため、融資未実行
残高そのものが必ずしも当行の将来のキャッシュ・フローに影響を与えるものではありま
せん。これらの契約の多くには、金融情勢の変化、債権の保全及びその他相当の事由があ
るときは、当行が実行申し込みを受けた融資の拒絶又は契約極度額の減額をすることがで
きる旨の条項が付けられております。また、契約時において必要に応じて不動産・有価証
券等の担保を徴求するほか、契約後も定期的に予め定めている行内手続に基づき顧客の業
況等を把握し、必要に応じて契約の見直し、与信保全上の措置等を講じております。

６．土地の再評価に関する法律（1998年３月31日公布法律第34号）に基づき、事業用の土
地の再評価を行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係
る繰延税金負債」として負債の部に計上し、これを控除した金額を「土地再評価差額金」
として純資産の部に計上しております。

再評価を行った年月日
1998年３月31日

同法律第３条第３項に定める再評価の方法
　土地の再評価に関する法律施行令（1998年３月31日公布政令第119号）第２条第４
号に定める地価税法（1991年法律第69号）第16条に規定する地価税の課税価格の計算
の基礎となる土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により算定
した価額に基づいて、奥行価格補正等、合理的な調整を行って算出しております。

　同法律第10条に定める再評価を行った事業用土地の当事業年度末における時価の合計額

９．「有価証券」中の社債のうち、有価証券の私募（金融商品取引法第２条第３項）による社
債に対する当行の保証債務の額は9,539百万円であります。

13．銀行法第18条の定めにより剰余金の配当に制限を受けております。
　剰余金の配当をする場合には、会社法第445条第４項（資本金の額及び準備金の額）の
規定にかかわらず、当該剰余金の配当により減少する剰余金の額に５分の１を乗じて得た
額を資本準備金又は利益準備金として計上しております。
　当事業年度における当該剰余金の配当に係る利益準備金の計上額は、54百万円でありま
す。

損益計算書関係
１．関係会社との取引による収益

２．減損損失
　当事業年度において、当行が保有する以下の資産について、営業キャッシュ・フローの
低下、使用範囲または方法の変更、地価の下落等に伴い投資額の回収が見込めなくなった
ことから、減損損失を計上しております。

(単位：百万円)

　資産のグルーピングは、営業用店舗については、それぞれを収益管理上の区分ごとにグル
ーピングし、最小単位としております。
　また、遊休資産及び使用中止予定資産並びに処分予定資産は、各資産を最小単位としてお
ります。本部等については、独立したキャッシュ・フローを生み出さないことから共用資産
としております。
　なお、当事業年度の減損損失の測定に使用した回収可能価額は正味売却価額であります。
　正味売却価額は、主として不動産鑑定評価基準等に基づき算定しております。

株主資本等変動計算書関係
１．自己株式の種類及び株式数に関する事項

　該当事項はありません。

種類
貸借対照表

計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

時価が貸借対照表
計上額を超えるもの

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社債 165 165 0
その他 ― ― ―

小計 165 165 0

時価が貸借対照表
計上額を超えないもの

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社債 9,374 9,258 △ 116
その他 ― ― ―

小計 9,374 9,258 △ 116
合計 9,539 9,423 △ 116

貸借対照表計上額
（百万円）

時価
（百万円）

差額
（百万円）

子会社・子法人等株式 ― ― ―
関連法人等株式 ― ― ―
合計 ― ― ―

貸借対照表計上額
（百万円）

子会社・子法人等株式 50
関連法人等株式 ―

種類
貸借対照表

計上額
（百万円）

取得原価
（百万円）

差額
（百万円）

貸借対照表計上額が
取得原価を超えるもの

株式 2,268 1,582 686
債券 685 684 0

国債 ― ― ―
地方債 84 84 0
短期社債 ― ― ―
社債 600 600 0

その他 441 429 12
小計 3,395 2,695 699

貸借対照表計上額が
取得原価を超えないもの

株式 173 178 △ 5
債券 66,614 67,090 △ 476

国債 5,184 5,292 △ 107
地方債 36,202 36,462 △ 259
短期社債 ― ― ―
社債 25,226 25,336 △ 109

その他 176,686 189,570 △ 12,883
小計 243,473 256,839 △ 13,365

合計 246,868 259,535 △ 12,666

貸借対照表計上額
（百万円）

非上場株式 180
組合出資金 586

売却原価
（百万円）

売却額
（百万円）

売却損益
（百万円）

社債 21 20 △ 0
合計 21 20 △ 0

売却額
（百万円）

売却益の合計額
（百万円）

売却損の合計額
（百万円）

株式 2,305 344 4
債券 496 ― 3

国債 ― ― ―
地方債 ― ― ―
短期社債 ― ― ―
社債 496 ― 3

その他 1,764 129 15
合計 4,566 473 23

 有価証券関係
　貸借対照表の「有価証券」について記載しております。

１．売買目的有価証券（2024年３月31日現在）
　該当ございません。

２．満期保有目的の債券（2024年３月31日現在）

３．子会社・子法人等株式及び関連法人等株式（2024年３月31日現在）

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等の貸借対照表計上額

４．その他有価証券（2024年３月31日現在）

（注）上表に含まれない市場価格のない株式等及び組合出資金の貸借対照表計上額

　組合出資金については、「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適
用指針第31号　2021年６月17日）第24-16項に基づき、時価開示の対象とはしておりま
せん。

５．当事業年度中に売却した満期保有目的の債券（自　2023年４月１日　至　2024年３月
31日）

(売却の理由) 買入消却実施のため。
６．当事業年度中に売却したその他有価証券（自　2023年４月１日　至　2024年３月31

日）
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注記事項

破綻先・実質破綻先・破綻懸念先 時価が取得原価に比べ下落
要注意先 時価が取得原価に比べ30％以上下落

正常先
時価が取得原価に比べ50％以上下落、または、時
価が取得原価に比べ30％以上50％未満下落したも
ので市場価格が一定水準以下で推移等

破綻先 ：破産、特別清算、会社更生、民事再生、手形交換所における取引停止処分
等、法的・形式的に経営破綻の事実が発生している発行会社

実質破綻先：実質的に経営破綻に陥っている発行会社
破綻懸念先：今後、経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる発行会社
要注意先 ：今後の管理に注意を要する発行会社
正常先 ：上記破綻先、実質破綻先、破綻懸念先及び要注意先以外の発行会社

貸借対照表計上額
（百万円）

当事業年度の損益に
含まれた評価差額

（百万円）
運用目的の金銭の信託 201 0

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,041百万円
有価証券償却 69百万円
減損損失及び減価償却超過額 128百万円
その他 543百万円

繰延税金資産小計 2,784百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △ 2,200百万円

評価性引当額小計 △ 2,200百万円
繰延税金資産合計 584百万円
繰延税金負債

前払年金費用 △ 184百万円
その他 △ 13百万円

繰延税金負債合計 △ 198百万円
繰延税金資産の純額 386百万円

種類
会社等の

名称
または
氏名

所在地
資本金
又は

出資金
(百万円)

事業の
内容
又は
職業

議決権等
の所有

(被所有)
割合
(％)

関連当
事者

との関
係

取引の
内容

取引
金額

(百万円)
科目

期末
残高

(百万円)

役員及
びその
近親者

堀内　松子 ― ― 不動産
賃貸業 ― 金銭貸借

関係
貸付金の返済
利息の受取

3
0 貸出金 93

役員及
びその
近親者

堀内　　登 ― ― 不動産
賃貸業 ― 金銭貸借

関係
貸付金の返済
利息の受取

0
0 貸出金 22

親会社の
役員及び
その近親
者が議決
権の過半
数を所有
している
会社等

株式会社
ハギワラ

宮城県
仙台市
青葉区

15 屋根工
事業 ― 金銭貸借

関係

資金の貸付
貸付金の返済
利息の受取

4
1
0

貸出金 17

１株当たりの純資産額 1,190円37銭
１株当たりの当期純利益金額 33円57銭

７．減損処理を行った有価証券
　売買目的有価証券以外の有価証券（市場価格のない株式等及び組合出資金を除く）のう
ち、当該有価証券の時価が取得原価に比べて著しく下落しており、時価が取得原価まで回
復する見込みがあると認められないものについては、当該時価をもって貸借対照表計上額
とするとともに、評価差額を当事業年度の損失として処理（以下、「減損処理」とい
う。）しております。
　当事業年度における減損処理額は、７百万円（うち、株式７百万円）であります。
　また、時価が「著しく下落した」と判断するための基準は、主として資産の自己査定基
準において、有価証券の発行会社の区分ごとに次のとおり定めております。

金銭の信託関係
１．運用目的の金銭の信託（2024年３月31日現在）

２．満期保有目的の金銭の信託（2024年３月31日現在）
　該当ございません。

３．その他の金銭の信託（運用目的及び満期保有目的以外）（2024年３月31日現在）
　該当ございません。

税効果会計関係
　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳は、それぞれ次のとおりであ
ります。

繰延税金資産

関連当事者情報
１．役員及び個人主要株主等

取引条件及び取引条件の決定方針等
(注) 融資取引につきましては、一般の貸出金と同様であります。

１株当たり情報

重要な後発事象
該当事項はありません。
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